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1　研究の目的
本研究の目的は、東京五輪の開催期間におけるテレビニュースの分析を通じて、報道されたこ

と、報道されなかったことを考察することである。具体的には、五輪の開催期間に NHK および在
京放送局のキー局の代表的なニュース番組が報道したすべてのニュースを対象に量的分析すること
を通じて、報道量の観点からその報道傾向を明らかにし、その結果をもとに東京五輪の報道が可視
化したもの／不可視化したものについて考察する。

2021年8月8日、東京五輪はその幕を閉じた。そのとき、少なからぬ人々が安堵したのではないだ
ろうか。アスリートを応援したいが、五輪自体には不信感がある。新型コロナウイルス感染症（以
後「新型コロナ」と表記）の感染拡大は心配だが、無観客での開催は賛成しかねる。そうした「も
やもや」した気持ちから解放されたい─同五輪を過去とみなしたい心境は、閉幕と共に急速に薄
れた五輪への関心が示しているように思われる。

1964年以来、56年ぶりに開催される予定だった東京五輪は、2019年12月に突如発生した新型コロ
ナによる感染拡大の影響を受け、史上初めて延期された五輪となった。延期決定後も感染拡大が収
まらない状況に対して、そして五輪と新型コロナをめぐる政府の右往左往に対して、国民の多くは
五輪開催に対してネガティブなイメージを抱いた。例えば、共同通信社が2021年1月に実施した
2021年夏の五輪開催についての世論調査では、「中止すべきだ」が35.3％、「再延期すべきだ」が
44.8％となり、合わせて80.1％に達した。同年4月に実施された調査でも、「中止すべきだ」が
39.8％、「再延期すべきだ」が33.8％を占めた。1月の調査と比較すれば減少したものの、それでも
約7割が2021年夏の五輪開催に対して否定的であった。また、抗議活動や反対デモも相次いだ。ま
さに、開催前の東京五輪は「史上、最も不人気なオリンピック」（吉見 2021：30）であった。

以上のように悲観的な雰囲気の中で開催された東京五輪であったが、日程が進むにつれてそうし
た雰囲気は薄まっていった。その代わりに高まったのが、五輪に対するポジティブなイメージであ
る。連日の金メダル報道や日本選手の活躍がそれに拍車をかけた。五輪開催に対する評価の変化
は、世論調査でも明らかである。五輪閉幕後の2021年8月に共同通信社が実施した世論調査によれ
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ば、「開催してよかった」が62.9％を占め、「よくなかった」の30.8％を大きく上回った。数字だけ
を見れば、評価は劇的に改善した。

しかしながら、そうした評価の変化は自然に生じたものであったのだろうか。確かに、世界レベ
ルのアスリートたちのプレイが、それらがもたらす感動が、人々の意識にポジティブなフィード
バックをもたらしたことは事実であろう。だが、それ以外に要因はなかったのだろうか。本研究で
は、その要因としてテレビによる五輪報道に着目する。

五輪が大規模なイベントとして成立する前提として、テレビが重要な役割を担っていることは言
うまでもない。藤竹暁は、1964年の東京五輪の時点でそれが「マス・メディアの作り上げた『ス
ポーツの祭典』」であり、「テレビ・オリンピック、あるいはマスコミ・オリンピック」であると結
論づけていた（藤竹 1967：32-33）。

（1）
後に藤竹は、当時の国民の多くが東京五輪を「直接的」では

なく「間接的」にテレビを通じて視聴し、かつ競技映像が実況中継に加え録画中継や過去の映像を
駆使して構成されていたことに触れ、「ほとんどすべての人たちにとっては、テレビで合成された
ドラマ」が東京五輪であり、「テレビ・オリンピックこそがむしろ本物」であったと述べている

（藤竹 1985：53-54）。
近年、インターネットの動画で五輪を視聴する人が増加しつつある。国際五輪委員会（IOC）の

レポートによれば、その視聴回数はロンドン五輪からリオ五輪にかけて倍増した（IOC 2016）。対
して、日本では未だ五輪をテレビで視聴する傾向が根強い。例えば、NHK 総合が7月23日に中継
した開会式の関東地区の平均世帯視聴率は56.4％、8月8日に中継した閉会式の平均世帯視聴率は同
じく関東地区で46.7％であり、

（2）
いずれも昨今低下傾向にあるテレビの視聴率を考慮すれば、驚異的

な数値である。また、NHK 放送文化研究所の調査によれば、五輪をテレビで「ほぼ毎日」視聴し
た層は全体の64.4％に達していた。

（3）

このことは、1964年の東京五輪において藤竹が指摘した五輪とテレビ、そして国民をめぐる構造
が、50余年を経た2020年の東京五輪においても変化していないことを示唆する。今回の五輪競技の
多くが無観客で実施されたことを考えれば、むしろその構造は強まったとさえ言えるだろう。その
とき、五輪開催に対する世論が大きく変化した一因として、テレビが大きな役割を果たした可能性
が示唆される。すなわち、テレビによる中継や報道が、五輪のイメージをネガティブからポジティ
ブに書き換えていった可能性である。その可能性について、メディア研究は検証する必要があるよ
うに思われる。

本研究はその一端を担うべく実施されたが、その分析結果を世論の変化と直接結びつけることは
できない。報道傾向と世論の関係を検証するためには、五輪開催前からのテレビニュースの分析に
加え、オーディエンスに対するパネル調査が必要となる。しかしながら、本研究はそこまで幅を広
げることはできなかった。したがって、報道傾向が世論に対して与えた影響についての言及は、あ
くまで分析の結果として得られたデータにもとづく推論に止まる。

（4）
ご理解願いたい。

2　研究の背景
2.1　五輪開催までの経緯
2005年4月1日、日本オリンピック委員会（JOC）の竹田恒和会長（当時）は理事会で夏季五輪の

招致を目指す意向を公式に表明した。当初より「2020年大会での実現」を目指していたが、1回の
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立候補で開催地に決まる可能性は低いという判断から、2016年大会の招致レースから参戦する方針
を掲げた。その方針に対して、9月21日に東京都が開催都市として名乗りを挙げた。石原慎太郎知
事（当時）が、東京都議会の本会議における所信表明でそれを公式に宣言したのである。そして
2009年10月2日、デンマークの首都コペンハーゲンで開催された IOC の総会において、東京は2回
目の投票で落選した。
2011年7月16日、竹田は臨時理事会において、2020年の夏季五輪の招致を改めて公式に表明した。
後に、竹田は9月15日に設立された東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会（以後「招
致委」）の理事長に就任した。同年3月11日に発生した東日本大震災を念頭に「復興五輪」をテーマ
に招致活動は進められ、最終的に東京での開催が決まったのは2013年9月8日、アルゼンチンの首都
ブエノスアイレスで開催された IOC の総会においてであった。開催決定後に招致委は解散し、大
会の運営は翌2014年に発足した東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会（以後「大
会組織委」）に移行された。組織委の会長には元首相の森喜朗が就任した。
2019年に入り、翌2020年開催の東京五輪に対する国内外の期待が徐々に高まる中、状況を一変さ
せる出来事が起きた。新型コロナの発生である。2019年12月に発生したウイルスは、瞬く間に感染
拡大した。日本国内でも、2020年2月にクルーズ船ダイヤモンド・プリンセス号の乗客に感染者が
確認された。その後、新型コロナの感染は世界規模で拡大し続け、同年3月11日には世界保健機関
（WHO）がパンデミックを宣言するに至る。JOC は予定通り開催する姿勢を崩さなかったが、3月
24日、五輪開催を1年間延期することが発表した。延期は新型コロナの感染収束を見据えたもので
あったが、2020年末から感染はさらに拡大の様相を見せ、開会式まで11日と迫った7月12日には、
開催地の東京都において4回目の緊急事態宣言が出される状況となった。
新型コロナの感染者が増え続ける中、世論は五輪を開催すべきか、再延期すべきか、または中止
すべきかの三つに分かれた。それに対し、政府は「安全安心な大会を目指す」との説明を繰り返
し、開催への意欲を示し続けた。新規感染者数は全国規模で増加する一方で、感染防止を目的とし
て五輪におけるほとんどの競技は無観客で開催することになった。
そして2021年7月23日、東京五輪は開催された。新型コロナの感染拡大が収まらぬ中で開催され
た同五輪のことを、マス・メディアは「前例なき五輪」（『朝日新聞』2021.7.21朝刊）、「異例づくし
の東京五輪」（『読売新聞』2021.7.22朝刊）、「異形の祭典」（『毎日新聞』2021.7.24朝刊）、「異例ずく
めの大会」（NHK）

（5）
と表現した。日本で夏季五輪が開催されたのは1964年の東京五輪以来のことで、

57年ぶり2回目の開催となった。最終的に史上最多となる33競技339種目が実施され、205の国と地
域、そして難民選手団が参加した。

2.2　五輪開催をめぐる問題
以上のような経緯を経て開催された東京五輪であるが、その開催に至るまで新型コロナ以外にも
問題にも事欠かない五輪でもあった。そうした問題として、まず招致をめぐる贈賄疑惑を挙げるこ
とができる。2019年3月19日、JOC の竹田会長が退任を発表した。竹田は上述のように2020年に東
京五輪を招致することを公式に表明し、招致委の理事長も務めた人物である。退任のきっかけと
なったのは、2018年12月にフランス司法当局が、招致委がコンサルタントに支払った約2億5千万円
が賄賂の可能性があるとみなし、竹田を贈賄容疑で捜査対象としたことであった。竹田自身はその
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疑惑を否定したが、東京五輪への影響を考慮して退任した。
また、女性蔑視発言も話題となった。2021年2月3日、JOC の臨時評議員会において、大会組織

委の会長であった森は、JOC が女性理事を増やしていく方針を掲げていることに触れ、「女性がた
くさん入っている理事会は時間がかかる」などと発言した。五輪憲章が男女平等を掲げているにも
かかわらず、大会組織委のトップがその理念に真っ向から反する女性蔑視とも取れる発言をしたこ
とは、大きな波紋を呼んだ。森は翌2月4日に会見を開いたものの、今度はその際の開き直りとも取
れる態度が問題となった。森に対する批判はさらに高まり、結果として2月12日に森は辞任を表明
した。

森の辞任は、その後の辞任劇の呼び水となった。3月17日、開閉会式の総合統括であった佐々木
宏が、過去に女性タレントの容姿を侮辱するような演出案を提案していたことが報道され、翌18日
に辞任を発表した。また、開会式まであと数日となった7月15日、開会式の楽曲制作を担当した小
山田圭吾が、音楽雑誌のインタビューで過去にいじめを自慢するような発言をしていたことが報道
され、7月19日に辞任を発表した。さらに7月21日、開閉会式のショーディレクターを担当していた
小林賢太郎が、過去にコントでホロコーストを揶揄していたことが明るみになり、開会式前日の翌
22日、大会組織委によって解任された。

一連の騒動は、そのいずれも差別を助長し、倫理観に欠ける行為を指摘された結果であり、差別
反対を掲げる五輪憲章に抵触するものであった。これらの辞任劇は、日本社会の歪な価値観を示す
ものとして、国内のみならず国外のメディアからも批判を浴びた。

（6）

2.3　五輪報道に関する研究
メディア研究の分野では五輪が注目されるようになったのは、1980年代以降のことである。やが

て、それはテレビ視聴を通じて国民意識に大きな影響を与えるメディア・イベントとして注目を集
めるようになった（Dayan and Katz 1992=1996）。同様の見解は、E・ローテンビューラー（1988）
や M・レアル（1989）にもみられる。以後、同分野において五輪はオーディエンス・リサーチ

（高木ほか 1991；村田ほか 1993； Roche 2000；向田ほか 2001；小玉ほか 2009；上瀬ほか 2010；
佐久間ほか 2017など）やステレオタイプ形成（Duncan and Messener 1998；上瀬 2007など）、偏
向報道（Tuggle, Huffman and Rosengard 2002など）の観点から研究対象となってきた。

既存の研究からは、メディアからの五輪に関する情報が、オーディエンスの外国イメージの変化
に影響を与えることが推察されている。しかし「実際に外国・外国人に関するどのような情報が、
どの程度報道されているのか、メディア情報そのものについてはほとんど調査が行われていないの
が現状」（上瀬 2007：84）であった。とりわけテレビによる報道は、その内容分析には多大な手間
と時間がかかることもあって、事例として質的に分析されることはあっても、量的に分析されるこ
とはほとんどなかった。

五輪に関するニュースの量的な分析は、2000年代以降に活性化した。その嚆矢となったのは上瀬
（2007）であり、2004年に開催されたアテネ五輪に関するニュースを対象に、それらに含まれる外国関
連情報の内容分析に取り組んでいる。また横山（2007）は、2006年に開催されたトリノ五輪に関する
ニュースを対象に、それらに含まれる外国イメージおよびそのメッセージについて内容分析している。

そして北京五輪以降、五輪開催期間のニュース番組の調査に継続的に取り組んできたのが国際テ
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レビニュース研究会である。同研究会は、2008年開催の北京五輪、2012年開催のロンドン五輪、そ
して2016年開催のリオ・デ・ジャネイロ五輪（以後「リオ五輪」と表記）を対象に、各五輪の開催
期間における NHK および在京放送局のキー局の代表的なニュース番組が報道したすべてのニュー
スを対象に、ほぼ共通した分析枠組みを用いて調査に取り組んできた（中 2009；中ほか 2015；中
ほか 2020）。

最後に、東京五輪をめぐる研究について概観したい。2020年の開催が決定した後、それは1964年
の五輪と比較されるかたちで注目されてきた。これまでも、1964年の東京五輪はそのメディア・イ
ベント的性格が考察されてきたが、2度目の開催が決まったことで、同五輪に対する再検証の試み
は加速した。

（7）
また、新型コロナが感染拡大する状況を反映して、コロナ禍における五輪報道にも注

目が集まった。例えば、深澤（2022）は NHK および民放のニュース番組を対象として、コロナ禍
における東京五輪をニュースキャスターがどのように語ったのか、そのコメントを分析している。
量的な分析としては、NHK 放送文化研究所の上杉ら（2022）が、ニュース番組に全国紙3紙を加
え、それらの報道量の変化に注目することからコロナ禍における東京五輪を分析した。また、同研
究所の大竹ら（2022）は新型コロナ報道に主眼を置き、それが東京五輪によって受けた影響につい
て分析を加えている。

本研究もまた、量的な分析による東京五輪報道に関する研究である。具体的には、先に取り上げ
た国際テレビニュース研究会による、東京五輪の開催期間の NHK および在京放送局のキー局の
ニュース番組に対する調査から得られたデータをもとに、同期間のニュースを報道量の観点から分
析する。上杉ら（2022）と同様の研究スタイルであるが、本研究がニュース番組に対するパネル調
査としての性格も有しているほか、過去の五輪報道との比較も研究目的としている点で、その方向
性は異なる。

3　研究の方法
3.1　調査対象番組
本研究では、NHK および在京放送局（日本テレビ、TBS、フジテレビ、テレビ朝日）のキー局

の代表的なニュース番組が、五輪の開催期間およびその前後4日間、具体的には2021年7月19日から
8月12日までの25日間に報道したすべてのニュースをデータとして取り扱う。その際、調査対象と
なったニュース番組は、NHK の『NHK ニュース7』、日本テレビの『news zero』、TBS の

『news23』、フジテレビの『Live News α』、そしてテレビ朝日の『報道ステーション』の5番組で
ある。以後、原則としてそれらの番組は、表1で示した略称で記述する。

表1　調査対象番組
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3.2　分析方法
各番組で提供されたすべてのニュースを、表2で示した分析項目でコーディングした（「ニュース

の発生地」、「ニュースの分野」、および「五輪関係のニュースの分野」のコードはそれぞれ表3、表
4、表5を参照）。なお、本研究における分析単位は「ニュース本数」および「ニュース時間」であ
る。

（8）
また、以後表においてニュース時間を扱うとき、その単位は「秒」とする。

表2　分析項目 表3　ニュースの発生地

表4　ニュースの分野

表5　五輪関係のニュースの分野

※1
※2

※1  競技以外の五輪関係のニュースに割り当てられるコード。パラリンピックに関するニュー
スも含まれる。

※2 複数競技が1つのニュースとして放送される場合に割り当てられるコード。
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4　全体のニュースの報道傾向
本章では、報道量の観点から全体のニュースの報道傾向を分析する。

（9）

4.1　報道量

図1　各番組の報道量

分析対象となったニュースの本数と時間を集計し、番組別に示したものが図1である。ニュース
本数は合計1,261本、各番組平均は252.2本であった。また、ニュース時間は合計232,184秒（64時間
29分44秒）で、各番組平均は46,437秒（12時間53分57秒）であった。

4.2　ニュースの発生地

表6　ニュースの発生地（ニュース本数）

表6は、「ニュースの発生地」について番組別のニュース本数の合計と全体に占める割合を示した
ものである。全体の傾向として、もっとも多くカウントされたのは「1 自国」で1,099本、87.2％を
占めた。それに次ぐのが「3 北米」で30本、5.3％を占めた。3番目に多かったのは「5 欧州」で、
3.4％であった。
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表7　ニュースの発生地（ニュース時間）

表7は、「ニュースの発生地」について番組別のニュース時間の合計と全体に占める割合を示した
ものである。全体の傾向は、ニュース本数とほぼ同様である。もっとも多くカウントされたのは

「1 自国」で216,532秒（60時間8分52秒）、93.3％を占めた。それに次ぐのが「3 北米」で3,036秒（50
分36秒）、2.7％を占めた。3番目に多かったのは「5 欧州」で、1.8％であった。

4.3 ニュースの分野

表8　ニュースの分野（ニュース本数）

表8は、「ニュースの分野」について番組別のニュース本数の合計と全体に占める割合を示したも
のである。全体の傾向として、もっとも多くカウントされたのは「300 社会」で493本、39.1％を占
めた。それに次ぐのが「900 スポーツ」で441本、35.0％を占めた。3番目に多かったのは「800 歳
時 / 気候」で153本、12.1％を占めた。

表9　ニュースの分野（ニュース時間）

表9は、「ニュースの分野」について番組別のニュース時間の合計と全体に占める割合示したもの
である。全体の傾向は、ニュース本数とほぼ同様である。もっとも多くカウントされたのは「300 
社会」で96,074秒（26時間41分14秒）、41.4％を占めた。それに次ぐのが「900 スポーツ」で84,952
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秒（23時間35分52秒）、36.6％を占めた。3番目となったのは「800 歳時 / 気候」で23,004秒（6時間
23分24秒）、9.9％を占めた。

なお、「900 スポーツ」に占める東京五輪関係のニュースは、ニュース本数が366本でその
83.0％、ニュース時間が77,577秒（21時間32分57秒）でその91.3％を占めた。東京五輪以外の
ニュースでは野球、具体的には MLB、甲子園等のニュースがその大半を占めた。

4.4　五輪関係のニュース

表10　五輪関係のニュース（ニュース本数）

表10は、「五輪関係のニュース」について番組別のニュース本数の合計と全体に占める割合を示
したものである。まったくカウントされていない競技があるが、これは同競技に関するニュースが
ゼロであったことを必ずしも意味しない。同競技は「903 ミックス」に分類されたニュースの中で
取り上げられていた可能性がある。

五輪に関するニュースとしてカウントされたニュースの本数は511本であった。先述のように
ニュース本数の合計は1,261本であり、そこで五輪に関するニュースが占めた割合は40.5％、全体の
4割近くが五輪関係のニュースであったことになる。
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全体の傾向として、もっとも多くカウントされた項目は「902 その他」で117本、22.9％を占め
た。それに次ぐのは「903 ミックス」で86本、16.8％であった。3番目は、「901 開閉会式」で39本、
7.6％であった。いずれも、単独の競技を示す項目ではなかった。

単独の競技としてもっとも多かったのは、全体では4番目となる「929 野球」で29本、5.7％を占
めた。それに次ぐのが「904 陸上競技」で27本、5.3％を占めた。3番目に多かったのは「906 サッ
カー」で21本、4.1％を占めた。それ以外はすべて4％以下であった。

表11　五輪に関するニュース（ニュース時間）

表11は、「五輪に関するニュース」について番組別のニュース時間の合計と全体に占める割合を
示したものである。ニュース本数の場合と同様に、まったくカウントされていない競技があるが、
その理由については先に説明した通りである。

五輪に関するニュースとしてカウントされたニュース時間は107,369秒（29時間49分29秒）で
あった。先述のようにニュース時間の合計は232,184秒（64時間29分44秒）であった。したがって、
五輪の開催期間に報道されたニュースのうち46.2％、全体の5割弱が五輪関係のニュースであった
ことになる。
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全体の傾向として、もっとも多くカウントされた項目は「903 ミックス」で28,533秒（7時間55
分33秒）、26.6％を占めた。それに次ぐのは「902 その他」で、23,443秒（6時間30分43秒）、21.8％
であった。そして3番目は、「901 開会式」で8,729秒（2時間25分29秒）、8.1％であった。いずれも、
単独の競技を示す項目ではなかった。

単独の競技としてもっとも多かったのは、全体では4番目となる「906 サッカー」で5,302秒（1
時間28分22秒）、4.9％を占めた。それに次ぐのは「922 柔道」で、4,502秒（1時間15分2秒）、4.2％
を占めた。3番目は「919 卓球」で、3,865秒（1時間4分25秒）、3.6％であった。

5　国内のニュースの報道傾向
前章で述べたように、発生地として「1 自国」とカウントされたニュースはその本数では1,099

本で87.2％、時間では232,184秒（64時間29分44秒）で93.3％を占め、五輪開催期間の日本のニュー
ス番組が提供するニュースの大部分を占めた。本章では、前章で得られたデータをもとに、日本を
その発生地とするニュースの報道傾向を分析する。

5.1　国内／国外を発生地とするニュース
日本を発生地とするニュースの分野を明らかにするため、「ニュースの発生地①」と「ニュース

の分野」のデータをクロス集計した上で自国と自国「以外」に分けて示したのが、表12および表13
である。

表12　国内／国外を発生地とするニュースの分野（ニュース本数）

表13　国内／国外を発生地とするニュースの分野（ニュース時間）

表12は、ニュース本数を単位として示したものである。発生地が「1 自国」のニュースの分野で
もっとも多かったのは「300 社会」で436本、39.7％を占めた。次いで多かったのは「900 スポーツ」
で387本、35.2％を占めた。3番目に多かったのは、「800 歳時 / 気候」で147本、13.4％であった。
対して、「2〜9 自国以外」のニュースの分野でもっとも多かったのは「300 社会」で57本、35.2％
を占めた。次いで多かったのは「900 スポーツ」で54本、33.3％を占めた。3番目に多かったのは、

「100 政治」で23本、14.2％であった。
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表13は、ニュース時間を単位として示したものである。発生地が「1 自国」のニュースの分野で
もっとも多かったのは「300 社会」で89,980秒（24時間59分40秒）、41.6％を占めた。次いで多かっ
たのは「900 スポーツ」で80,284秒（22時間18分4秒）、37.1％を占めた。3番目に多かったのは、

「800 歳時 / 気候」で22,793秒（6時間19分53秒）、10.5％であった。対して、「2〜9 自国以外」の
ニュースの分野でもっとも多かったのは「300 社会」で6,094秒（1時間41分34秒）、38.9％を占めた。
次いで多かったのは「900 スポーツ」で4,668秒（1時間17分48秒）、29.8％を占めた。3番目に多かっ
たのは、「100 政治」で2,011秒（33分31秒）、12.8％であった。

以上のように、日本を発生地とする「ニュースの分野」は、ニュースの本数および時間のいずれ
も「300 社会」がもっとも多く、それに「900 スポーツ」が次ぎ、3番目が「800 歳時 / 気候」とい
う結果となった。

（10）
日本以外を発生地とする「ニュースの分野」も同様に、また、ニュースの本数お

よび時間のいずれも「300 社会」がもっとも多く、それに「900 スポーツ」が次いだ。3番目は日
本を発生地とする場合とは異なり、「100 政治」という結果になった。

5.2　国内ニュースと五輪
日本を発生地とするニュースにおいて、五輪に関するニュースの本数は486本で44.2％、時間で

は105,271秒（29時間14分31秒）で48.6％を占め、いずれも全体の約半数近くを占めていた。それら
がどのような分野のニュースとして報道されていたのかを明らかにするため、「五輪に関する
ニュース」と「ニュースの分野」のデータをクロス集計した上で五輪関係のニュースとそれ以外の
ニュースに分けて示したのが、表14および表15である。

表14　国内を発生地とする五輪関係／五輪以外のニュースの分野（ニュース本数）

※1 日本を発生地とする各分野のニュースに占める割合　※2 各コード全体に占める割合

表15　国内を発生地とする五輪関係／五輪以外のニュースの分野（ニュース時間）

※1 日本を発生地とする各分野のニュースに占める割合　※2 各コード全体に占める割合
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表14はニュース本数を、表15はニュース時間を単位として示したものである。いずれの表におい
ても、「900 スポーツ」の多くを五輪関係のニュースが占めていた。それは五輪開催期間であるこ
とを考えれば当然として、それ以外でも「500 環境」と「600 運輸 / 通信」を除くすべての分野で
五輪に関係あるニュースが報道されていた。とりわけ、「300 社会」に含まれるニュースには五輪
に関係あるニュースが多く、ニュース本数とニュース時間のいずれにおいても、その3割弱がそれ
に該当していた。以上の結果は、日本のニュース番組が「900 スポーツ」以外の分野に関わる
ニュースとしても、五輪に高い関心を向けていたことを示している。

5.3　国内ニュースと新型コロナウイルス
日本を発生地とするニュースにおいて、「新型コロナに関する言及・発言」のあったニュースの

本数は237本で21.6％、時間では83,633秒（23時間13分53秒）で38.6％と、ニュース本数で全体の2
割、ニュース時間では4割弱を占めていた。それらがどのような分野のニュースとして報道されて
いたのかを明らかにするため、「新型コロナに関する言及・発言」のデータと「ニュースの分野」
のデータをクロス集計した上で新型コロナに関係するニュースとそれ以外のニュースに分けて示し
たのが、表16および表17である。

表16　国内を発生地とする新型コロナ関係／新型コロナ以外のニュースの分野（ニュース本数）

※1 日本を発生地とする各分野のニュースに占める割合　※2 各コード全体に占める割合

表17　国内を発生地とする新型コロナ関係／新型コロナ以外のニュースの分野（ニュース時間）

※1 日本を発生地とする各分野のニュースに占める割合　※2 各コード全体に占める割合

表16はニュース本数を、表17はニュース時間を単位として示したものである。「400 軍事」、「500 
環境」、「600 運輸 / 通信」を除くすべての分野で新型コロナに関する言及・発言のあるニュースが
報道されていた。とりわけ、「300 社会」では多く、ニュース本数とニュース時間のいずれにおい
ても、その7割弱がそれに該当していた。また、「100 政治」および「900 スポーツ」の分野でも、
それぞれニュース本数とニュース時間のいずれにおいて1割以上を占めていた。以上の結果は、五
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輪の開催期間においても、日本のニュース番組が新型コロナに対する関心を維持していたことを示
している。

次いで、国内を発生地とする新型コロナに関するニュースが、どのようなテーマのニュースとし
て報道されていたのかについて示す。表18および表19は、「新型コロナに関する言及・発言」の
あったニュースを「a 感染拡大」、「b 感染対策」、「c ワクチン」、「d その他」の4つのコードで分類
したデータを「ニュースの分野」のデータとクロス集計したものである。

表18　国内を発生地とする新型コロナに関するニュースのテーマとその分野（ニュース本数）

表19　国内を発生地とする新型コロナに関するニュースのテーマとその分野（ニュース時間）

表18はニュース本数を、表19はニュース時間を単位として示したものである。4つのコードに注
目すると、いずれの表においても、「a 感染拡大」に分類されたニュースがもっとも多く、ニュー
ス本数で50.6％、ニュース時間で64.1％がそれに該当していた。「b 感染対策」がそれに次ぎ、
ニュース本数とニュース時間のいずれでも、その2割強がそれに該当していた。

分野に注目すると、先述のように該当するニュースの報道量がもっとも多かった「300 社会」の
分野において、その半数以上が「a 感染拡大」に関するニュースであったことがわかる。ニュース
本数では同分野の合計167本のニュースのうち94本、その56.3％が該当していた。また、ニュース
時間では同分野の合計59,547秒（16時間32分27秒）のニュースのうち、42,347秒（11時間45分47秒）、
実にその71.1％が該当していた。

また、「100 政治」の分野においてはニュース本数では「b 感染対策」がもっとも多く、ニュー
ス時間では「a 感染拡大」がもっとも多かった。感染対策の主体は行政であることが、こうした結
果につながっているものと思われる。ちなみに、「900 スポーツ」の分野はニュース本数では3番
目、ニュース時間では2番目の報道量を示した。以上の結果は、五輪の開催期間、日本のニュース
番組が新型コロナに関して「a 感染拡大」を中心に報道していたことを示している。
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6　可視化されたもの／不可視化されたもの
本章では、第4章および第5章の分析で明らかになった五輪開催期間の報道傾向から、「可視化さ

れたもの」、そして「不可視化されたもの」について考察する。

6.1　可視化されたもの─何が報道されたのか
五輪開催期間において、顕著な傾向を示したのは「ニュースの発生地」および「五輪に関する

ニュース」の報道量であった。そこでそれらに焦点を絞り、過去の五輪開催期間の分析結果との比
較を通してそれらのニュース価値について考察する。

国内中心のニュース
表20および表21は、過去3回の夏季五輪（以後「五輪」）および東京五輪の開催期間における

ニュースの発生地の報道量を、ニュース本数とニュース時間の観点から示したものである。
（11）

表20　各五輪の開催期間における主たるニュースの発生地（ニュース本数）

表21　各五輪の開催期間における主たるニュースの発生地（ニュース時間）

五輪によって、またはニュース本数とニュース時間で多少の違いはあるものの、「1 自国」の報
道量がもっとも多く、それに「2 開催国」が次ぎ、「4 北米」ないし「6 欧州」が3番目となる傾向
がみられる。こうした傾向は、五輪開催期間の日本のニュース番組におけるニュースの発生地に対
するニュース価値の順位として理解できる。
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興味深いのは、東京五輪における「1 自国」の報道量である。東京五輪においては当然、「1 自
国」と「2 開催国」は同一である。そして、その報道量の割合は、過去3回の五輪における「1 自
国」と「2 開催国」の合計値と近似値を示している。これらのデータは、五輪開催期間のニュース
番組における「1 自国」と「2 開催国」を合わせた報道量の割合は─「1 自国」が「2 開催国」
を兼ねていた場合でも─同様の傾向となることを示唆している。

開催国への関心と五輪に関するニュース
表22および表23は、過去3回の五輪および東京五輪の開催期間における「五輪に関するニュース」

の報道量を、ニュース本数とニュース時間の観点から示したものである。
（12）

表22　各五輪の開催期間における五輪に関するニュース（ニュース本数）

表23　各五輪の開催期間における五輪に関するニュース（ニュース時間）

いずれの五輪においても、五輪に関するニュースが大きなウエイトを占めていたことがわかる。
その報道量はニュース本数であればすべての五輪において全体の3割以上を占めており（東京五輪
に至っては4割）、ニュース時間であれば全体の4割前後（東京五輪に至っては5割弱）を占めてい
た。ここで各五輪の報道量を比較すると、五輪に関するニュースが占める割合は東京五輪がもっと
も多く、それに北京五輪がそれに次ぎ、ロンドン五輪とリオ五輪はほぼ同率となっていた。

過去3回の五輪開催期間における開催国報道を分析した中ほか（2020）によると、開催国に関す
る報道は「五輪」に関するニュースを選択するかたちで機能し、それ以外の分野のニュースを選択
する方向には機能しなかった。換言するなら、少なくとも五輪の開催期間において、開催国に対す
る関心を高める方向では機能しなかった。

これらの結果が示唆するのは、ニュース番組の開催国に対する関心の違いが、報道量に占める五
輪のニュースの割合に影響を与えている可能性である。そして、その関心の違いに影響を与えるの
は、開催国の重要度である。過去3回の五輪の開催国を比較したとき、中国が日本にとって政治的、
経済的にもっとも重要な国家であることは言うまでもない。そうした関心の違いが、各五輪の開催
期間の報道量に占める五輪に関するニュースの割合に影響を与えている。したがって、自国である
がゆえに開催国に対する関心がもっとも高くなる東京五輪において、報道量に占める五輪関係の
ニュースの割合が過去3回の五輪よりも高い割合を示したのは、自明であったといえよう。
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6.2　不可視化されたもの─何が報道されなかったのか
本来、不可視化されたものは当然、目にすることができない。しかし、可視化されたものを分析

することから、それを類推することはできる。本節ではそのような観点のもと、不可視化されたも
のについて、国内／国外のニュースと五輪に関するネガティブなニュースに焦点を絞り考察する。

国外のニュースの割合の減少
前節では、東京五輪の開催期間における主たるニュースの発生地の報道量における開催国─日

本の占める割合が、ニュース本数で87.2％、そしてニュース時間で93.3％に達したことを述べた。
このことは、それ以外、すなわち国外のニュースの報道量が、本数、時間ともに全体の1割前後に
過ぎなかったことを意味する。東京五輪の開催期間、ニュース番組は国内向けのニュースに終始し
ていた。

東京五輪を除く五輪の開催国を発生地とするニュースは、形式上は国外のニュースに含めること
ができる。しかしながら、中（2021）が指摘するように、そのほとんどは五輪に関するニュースで
ある。したがって、表20、表21で示したように「1 自国」と「2 開催国」を合わせ、それ以外を国
外のニュースとみなすならば、いずれの五輪においてもそれが占める割合は1割前後だったことに
なる。

これらの結果が示唆するのは、五輪開催期間の日本のニュース番組が五輪報道に偏ったことで、
相対的に国外の出来事に対するニュース価値が低下した可能性である。その検証のためには、五輪
開催以外の期間におけるテレビニュースを対象として本研究と同様の分析をする必要があるだろ
う。

絞られた国内ニュース
東京五輪の開催期間における国内を発生地とするニュースの分野については、すでに表12および

表13で示した。ここで視点を変えて、「五輪関係」および「新型コロナに関する言及・発言」の
あったニュースが、国内ニュースの占める割合について考えてみたい。

表24および表25は、「五輪関係」および「新型コロナに関する言及・発言」のあったニュースほ
かのデータをまとめたものである。その際、国内を発生地とするニュースを「a 五輪関係のニュー
ス」、「b 五輪関係のニュース（新型コロナに関する言及・発言あり）」、「c 新型コロナに関する言
及・発言のあったニュース」、「d 歳時 / 気候に関するニュース」、「e それ以外のニュース」の5つ
のコードで分類した。なお、「d 歳時 / 気候に関するニュース」は、ニュースの分野として3番目に
報道量が多かった「800 歳時 / 気候」から、a、b、c のコードのニュースを除いたものである。

表24 　国内を発生地とする「五輪関係」および「新型コロナに関する言及・発言」のあったニュース（ニュース本数）
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表25 　国内を発生地とする「五輪関係」および「新型コロナに関する言及・発言」のあったニュース（ニュース時間）

以上のように、国内を発生地とするニュースの報道量に占める「五輪関係」および「新型コロナ
に関する言及・発言」の割合は、ニュース本数で60.2％、ニュース時間で51.0％に達していたこと
がわかる。これは見方を変えれば、「五輪に関係しない」、「新型コロナに関する言及・発言がない」
ニュースの占める割合は、ニュース本数で39.8％、ニュース時間で49.0％に過ぎなかったというこ
とである。

これらの結果が示すのは、五輪開催期間の日本のニュース番組において国内向けのニュースは確
かに高い割合を示したが、その内訳は「五輪関係」および「新型コロナに関する言及・発言」が大
きな割合を占めており、それ以外のニュースの占める割合は多くないということだ。さらに、複数
の台風が発生した影響で「d 歳時 / 気候に関するニュース」の報道量がそれなりの割合を占めたこ
とを考慮すると、「e それ以外のニュース」の占める割合はニュース本数で27.1％、ニュース時間
で39.3％とさらに低くなる。

したがって、五輪開催期間に私たちが触れることができた「e それ以外のニュース」に該当する
国内ニュースの報道量は、実際にはかなり絞られていたといえる。

五輪に関するネガティブなニュースの周縁化
先述のように、「史上、最も不人気なオリンピック」とみなされた東京五輪は、その開催に抗議

活動や反対デモが相次いだ。また、開催主体側に対する批判が相次いだ。それら、五輪に対するネ
ガティブなニュースがその開催期間にどのように報道されていたのかを確認すると、タイトルテ
ロップおよびサブタイトルテロップを確認した限りでは、それらがほとんど報道されていなかった
ことがわかる。

本研究は、五輪の開催期間およびその前後4日間、具体的には2021年7月19日から8月12日までの
25日間を分析対象期間としている。五輪に対する抗議活動や反対デモは、開催前のみならず開催中
も行われており、それらの活動は SNS で大きな存在感を見せていた。

（13）
しかしながら、分析対象期

間にそれらが本研究の対象となったニュース番組において報道されることはまったくなかった。こ
のことは、五輪というイベントに対するニュース番組の姿勢を象徴している。

同様に、「2.2 五輪開催をめぐる問題」で取り上げた招致をめぐる贈賄疑惑、大会組織委の会長
による女性蔑視発言、そして開閉会式の総合統括担当者の女性タレントの容姿侮辱のいずれもが、
ニュースになることは一度もなかった。分析対象期間の7月19日に報じられた開会式楽曲制作者に
よる過去のいじめ自慢は、同日から21日にかけてはニュースとなった。しかし、それ以降は報道さ
れなかった。また、7月21日に明るみに出た開閉会式のショーディレクターに関するニュースも、
翌22日にショーディレクターが大会組織委によって解任されると同日以降は報道されなかった。
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すなわち、上述のすべての問題は、少なくとも五輪が開催された7月23日から8月8日の間は
ニュースとして報道されなかった。このことは、同期間における日本のニュース番組が、五輪に関
するネガティブなニュースを極力回避した─もしくは、ニュース価値を与えなかったことを意味
する。

以上のような現象は、東京五輪に限ったことではない。過去の五輪でも、類似した現象─開催
国に関するネガティブなニュースの周縁化が生じたことが指摘されている。北京五輪、ロンドン五
輪、そしてリオ五輪の開催前に報道されていた開催国に関するネガティブなニュースが開催期間に
なると報道されなくなる現象を考察した中ほか（2020）は、ガルトゥングとルーゲが仮定した国際
ニュースにおいて当事国以外のニュース機関によってニュースが取り上げられる場合に機能する外
的な4つのニュース要因のうち（Galtung and Ruge 1965）、「ネガティブな結果を招いた出来事ほ
ど、ニュースとして取り上げられる可能性が高い」に対して、それが一時的にせよ五輪の開催に
よって無力化される─祝祭としての五輪の開催が、開催国に関するネガティブなニュースを周縁
化するという仮説を示した。

東京五輪は国際ニュースではなく、また当事国のニュースであるが故に上記の仮説はそのまま適
用することはできない。しかし、少なくとも五輪に関するネガティブなニュースの周縁化が確認さ
れたことで、そして過去3回の五輪開催国に関するニュースのほとんどは五輪に関するニュースで
あることから、仮説を発展させ「五輪開催国で発生する五輪に関するネガティブなニュースは、五
輪開催期間においては一時的にせよ周縁化される」と修正して示すことはできよう。

7　おわりに
2021年6月9日の国会における菅首相（当時）の答弁を聞いて、唖然とした人は少なくなかったの

ではないだろうか。党首討論で野党党首からコロナ禍に五輪開催を強行する意義を問われた首相
は、自身が高校生の頃に経験した1964年の東京五輪の輝かしい思い出と記憶をとうとうと話し続け
た。質問とは無関係と思える自分語りに、野党席からは野次が飛んだ。確かに、首相の答弁はその
内容だけをみれば質疑応答を成立させない頓珍漢なものであった。しかし、それは言外の意味を含
むものではなかったか。

現在では輝かしい出来事として記憶されている1964年の東京五輪であるが、その開催前には批判
的な声や反対意見も少なくなかった。実際、世論調査では1962年5月まで五輪が失敗に終わると思
う人の割合は成功すると思う人の割合を上回っていた。また、五輪直前まで集団赤痢やコレラが相
次いで発生するなど、現在と対比できるような現象も発生していた。しかしながら、閉幕直後の世
論調査において東京五輪が成功したかと思う人の割合は、失敗したと思う人の割合を圧倒したので
ある（NHK 放送世論調査所 1967：31）。

したがって、かつての国民世論の変化を念頭に置いているとすれば、首相の答弁にも納得がい
く。すなわち、「開催前にはいろいろと批判はあるだろうが、五輪を開催してしまえば、国民世論
は好意的に変化する」との意を含ませていたと思われるのである。吉見俊哉は「こと1964年の東京
五輪に関する限り、新聞とテレビを総動員した五輪成功に向けてのキャンペーンはかなりの効果を
上げたと推測できる」と指摘した（吉見2020：21-22）。2020年の東京五輪の開催前、政府がその再
現を期待していたことは想像に難くない。そして実際、五輪開催に対する評価は劇的に改善した。
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その変化に大きく寄与したと考えられるのが、テレビをはじめとするメディアである。本研究で
も指摘したように、五輪開催期間のテレビニュースは国内向けの報道に、そして五輪の報道に終始
した。五輪競技が原則として無観客で行われたこともあり、その報道が、オーディエンスに与えた
影響は決して少なくはなかったと考えられる。
テレビが五輪中心の報道を続けた理由として、開催国のメディアとしてそれを盛り上げようとす
る熱意があったことは疑わない。しかし同時に、その背景に彼らが商業的なメリットを五輪に求め
ていたことを忘れてはならないだろう。民放キー局が新聞と系列関係にあることは知られている
が、2020年の東京五輪において全国紙のすべてが何らかの五輪のスポンサーとなっていた。

（14）
また、

先んじて購入した巨額の放映権料の元をとる必要もあった。
（15）
マス・メディアにとって五輪は単なる

世界的イベントではなく、自らが直接関わるコンテンツでもあった。
もっとも、テレビによる五輪報道が本当にオーディエンスに影響を与えることができるのかにつ
いて、厳密に実証したデータは多くない。たとえば、前述した吉見の指摘では、テレビの普及率の
変化と当時の五輪開催に対する世論の変化を比較しながら1964年の東京五輪におけるマス・メディ
アによるキャンペーンの成功に言及しているが、その相関については推論的になっている。メディ
ア研究の分野において五輪報道の内容分析とオーディエンス・リサーチは未だリンクも限定的であ
り、本研究も報道傾向が世論の変化に与える影響について推論するためのデータを提供することは
できたものの、その相関についての分析まで手を伸ばすことはできなかった。今後の課題である。
2020年の東京五輪は、どのような記憶として将来に残されるのだろうか。先例としての半世紀前
の五輪を思い起こせば、それが成功譚として─コロナ禍という世界的な危機的状況で日本国民が
一致団結することで実現した五輪という輝かしい記憶として再構築されることは、ほぼ間違いない
ように思われる。言わば、東京五輪の「神話化」である。それに先立ち、阿部（2018）や吉見
（2020；2021）は、1964年の東京五輪を「再神話化」する動きがあったことを指摘している。それ
は、2020年の東京五輪を神話化する準備でもあった。
実際、神話化の過程を象徴するような出来事が起きている。2021年12月26日、NHK の BS 番組
でドキュメンタリー番組『河瀨直美が見つめた東京五輪』が放送された。

（16）
河瀬が総監督を務める東

京五輪の公式映画の制作過程を追った番組であったが、あるシーンが後に問題視された。それは
「五輪反対デモに参加しているという男性」に対するインタビューのシーンである。男性は「実は
お金をもらって動員されていると打ち明けた」と紹介され、「デモは全部上の人がやるから」など
と発言していた。男性の顔にはボカシが入り、氏名は明らかにされなかった。
インタビューは五輪反対デモの正当性が疑われるような構成で、その放送内容の真偽を問う声が
視聴者から相次いだ。その声を受けてNHKは事実関係を調査した結果、この男性が五輪反対デモ
に参加していたことを確認できなかったことを2022年1月9日に発表し、同日におわびの放送を行っ
た。都合の悪い「記憶」を「不可視化」、もしくは書き換えることでそれを別の「記憶」へと、神
話へと「可視化」しようとする修正力の一例として、この出来事を捉えることもできるだろう。
もっとも、実際にそうした記憶の修正が成功するかどうかは、現時点では不明である。五輪を記
憶するメディアが限られていた1964年の場合とは異なり、現在はインターネットが存在する。イン
ターネット上の記憶は、従来のようなマス・メディアによる再構築の影響を受けず、編集されぬま
まネットワークに存在し続ける。それらはマス・メディアの提示する神話に対し、そのアンチテー
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ゼとして影響を及ぼすかもしれない。
半世紀後、2020年に開催された東京五輪はどのような記憶として語られているのか。それを筆者

が確認することはおそらくはできないが、興味深いことである。

注

（ 1 ）　藤竹の指摘は、NHK 放送世論調査所が1967年に刊行した『東京オリンピック』に収録されている。同

書において藤竹は著者としての記載はないが、「分析・解釈」を担当している旨の説明がある（NHK 放送

世論調査所 1967：i）。

（ 2 ）　ビデオリサーチ社の東京五輪に関する視聴率のデータから（2022年11月1日取得， https://www.videor.

co.jp/tvrating/past_tvrating/sport/olympic-summer/）。

（ 3 ）　NHK 放送文化研究所の「東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査（第7回）単純集計結

果」から（2022年11月21日取得，https://www.nhk.or.jp/bunken/research/yoron/pdf/20211213_2.pdf）。

（ 4 ）　K・クリッペンドルフは、内容分析について「データをもとにそこから（それが組み込まれた）文脈に

対して再現可能で（replicable）かつ妥当な（valid）推論を行うための一つの調査技法である」と定義し

ている（クリッペンドルフ 1980=1989：21）。

（ 5 ）　NHK WEB 特集「かつての “ 熱狂 ” はなくても〜無観客のオリンピックが示す価値」（2022年11月1日取

得， https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210730/k10013167631000.html）。

（ 6 ）　例えば、『ワシントン・ポスト』による2021年7月22日の記事「Firing over Holocaust joke latest 

scandal exposing Japan’s eilte, critics say」（2022年11月1日取得， https://www.washingtonpost.com/sports/

olympics/2021/07/22/kentaro-kobaysahi-fired-tokyo-olympics-opening-ceremonies/）など。

（ 7 ）　2015年に刊行された『マス・コミュニケーション研究』No.86における「特集『東京オリンピックの80

年史』とメディア─3.11以降の現代を逆照射する」、阿部（2018）、吉見（2020）などを参照。

（ 8 ）　ニュース時間は、ニュースの終了時刻から開始時刻および「ニュース内コマーシャル」の時間を引くこ

とで計測したものである。一般に民間放送局ではニュース番組内でコマーシャルが放送される。それらの

コマーシャルの多くは、ニュースとニュースの間に放送される。しかし、ときとして1本のニュースの途

中でコマーシャルが入り、コマーシャル終了後に続きのニュースが放送されることがある。この場合のコ

マーシャルを、本研究では「ニュース内コマーシャル」と呼んでいる

（ 9 ）　本稿で用いる割合（％）を示す数値は、小数点第2位以下を四捨五入している。そのため、内訳割合の

合計と内訳合計が総数に占める割合が一致しない場合がある。また、秒数の表記にあたり、小数点第1位

以下を四捨五入している。

（10）　日本特有の現象として、五輪開催の時期と台風の時期が重なりやすいことがある。今回の五輪では、そ

の開催期間に台風6号、7号、8号、9号、10号が到来した。とりわけ、台風8号から10号は短期間に連続し

て到来したため、それに対する警戒を呼びかける報道が多くなった。日本では近年、台風による甚大な被

害が相次いで発生している。そのために、五輪開催期間であってもその報道にはある程度時間が割かれた

ことが、この結果につながったものと考えられる。

（11）　北京五輪、ロンドン五輪、リオ五輪のデータは、中（2021）で提示されたデータをもとにしている。

（12）　注11に同じ。

（13）　防災テックベンチャーの株式会社 Spectee は、競技が開始された2021年7月21日から東京五輪が閉幕す
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るまで期間、危機関連事象として配信された SNS 投稿579件中200件（34.5％）が、五輪反対デモに関する

投稿であったことを指摘している。駅前で行われたデモで密集が発生し、警備員と揉み合いになるなど大

きな混乱が発生したことがその理由であった（2022年11月1日取得 , https://spectee.co.jp/report/what_

happened_in_tokyo2020/）。

（14）　東京五輪のスポンサーは、ワールドワイドオリンピックパートナーを頂点として、オリンピックゴール

ドパートナー、オリンピックオフィシャルパートナー、オリンピックオフィシャルサポーターの4つにラ

ンク付けされる。全国紙のうち、『読売新聞』、『朝日新聞』、『日本経済新聞』、『毎日新聞』はオフィシャ

ルパートナー、『産経新聞』はオフィシャルサポーターであった（2021年6月15日取得 , https://olympics.

com/tokyo-2020/ja/organising-committee/marketing/sponsors/）。

（15）　東京五輪の放映権は、NHK と民放各局が共同でジャパン・コンソーシアム（JC）を結成し、2014年の

時点で平
ピョン

昌
チャン

五輪と合わせて660億円で IOC から購入していた（『朝日新聞』2021.7.28）。

（16）　同番組は NHK 大阪放送局の企画制作で、2021年12月26日夜、BS 番組の「BS21スペシャル」枠で放送

された。インタビューを担当したのは、公式映画の撮影を担う映画ディレクターであった。
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